
固定資産税の概要

固定資産の算出方法

固定資産税とは、所有している不動産（土地、家屋又は償却資
産）に対してかかる市町村税（東京２３区の場合は都税）です。
１月１日現在の所有者（固定資産課税台帳に登録されている人
）に、地方自治体から納税通知書が発行されます。その通知書
で納付をします。（地方税法 343条、359条）そのため、年の
途中で売却した不動産でも、納付義務があります。不動産の引
渡しがあった年は、固定資産税を売主、買主で按分して負担
することがよくあります。尚、居住用不動産には軽減措置があ
ります。

都市計画税とは、都市計画法による都市計画区域のうち、原則として市街化区域内にある土地や家屋に対して課税される市町村
税（東京２３区の場合は都税）です。固定資産税と併せて徴収されることになっています。（地方税法 702条、702条の 8）

固定資産税の軽減措置
【住宅用地の場合】

【新築住宅の場合】

課税評価額を評価額の 6分の 1に軽減

敷地面積のうち２００㎡以下の部分

※課税標準額は、原則として固定資産課税台帳に記載された評価額

※課税標準額は、原則として固定資産課税台帳に記載された評価額

課税標準額を評価額の３分の１に軽減

敷地面積のうち２００㎡を超え、家屋の床面積の１０倍までの部分

【住宅用地の場合】

課税標準額を評価額の 3分の 1に軽減

敷地面積のうち２００㎡以下の部分

課税標準額を評価額の３分の 2に軽減

敷地面積のうち２００㎡を超え、家屋の床面積の１０倍までの部分

居住部分の床面積が２分の１以上で、
その床面積が５０㎡以上２８０㎡以下である

3階建て以上の耐火・準耐火建築物である

（軽減措置は受けられない）

YES NO

上記以外の建物
１２０㎡までの部分について、
新築後５年度分の税額を
２分の１に軽減

１２０㎡までの部分について、
３年度分の税額を２分の１に軽減

NOYES

YES
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